
一般社団法人ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアム（NCCC）

令和5年4月10日設立総会

カーボンクレジット市場の活性化を通じた脱炭素社会の実現を目的に、
森林・農地・海洋資源など自然資本のポテンシャルによる二酸化炭素の吸収量を
テクノロジーの利活用を通じて、測定・評価、クレジット化することにより、
カーボンクレジット市場の活性化を促進を目指し、
一般社団法人ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアム設立



一般社団法人ナチュラルキャピタルクレジットコンソーシアム（NCCC）

理事長 馬奈木 俊介
九州大学教授
都市研究センター長
国連・新国富報告書代表
国連・世界SDGs報告書評価員
国連・新しい資本円卓会議委員

【目的】

ＳＤＧｓを原動力とし、特に脱炭素価値

の評価、分析、認証及び助言を通じて、グリーンイ

ンフラストラクチャ―等に関する地域創生事業に係

ることで、二酸化炭素の削減に寄与する事を目的と

する。

【事業】

① 二酸化炭素吸収量の測定・評価及びそのクレジッ

ト化に関する研究

② 測定・評価した二酸化炭素吸収量のクレジットの

認証と売買、及びそれを用いたカーボンオフセッ

トの事業化推進支援並びにそれらに付随するコン

サルティング事業

③ カーボンクレジット市場活性化のための諸施策の

策定と実施

④ グリーントランスフォーメーション分野における

カーボンクレジット市場の活性化に係わる事業



NCCC会員企業（令和5年5月31日現在 44社 五十音順 ）

・会津電力株式会社

・株式会社アクロテリオン

・株式会社あつまる山鹿シルク

・株式会社アバンティ

・飯野海運株式会社

・インフロニア・ホールディングス

・株式会社エコリンクス株式会社

・鹿児島トヨタ自動車株式会社

・九州電力株式会社

・株式会社熊本銀行

・株式会社建設技術研究所

・株式会社後藤建設

・西部ガス株式会社

・株式会社佐賀銀行

・株式会社シー・トゥ・ディ

・自然電力株式会社

・ジャスミー株式会社

・株式会社十八親和銀行
・城山観光株式会社
・株式会社スカイマティクス
・一般社団法人全国古民家再生協会
・双日株式会社
・ソフトバンク株式会社
・株式会社ソマノベース
・損害保険ジャパン株式会社
・第一生命保険株式会社
・株式会社筑邦銀行
・株式会社長大
・有限会社辻田建機
・東京ガス株式会社
・日創プロニティ株式会社
・日東電工株式会社
・日本テレネット株式会社



・株式会社日本旅行

・株式会社福岡銀行

・株式会社福山コンサルタント

・弁護士法人ベリーベスト法律事務所

・八千代エンジニヤリング株式会社

・ESカーボンクレジット合同会社

・Green Carbon 株式会社

・hap株式会社

・株式会社JVCエンジニアリング

・PwCコンサルティング合同会社

・株式会社TREE

NCCC会員企業（令和５年５月３１日現在 ４４社 五十音順 ）



・福岡県北九州市

・福岡県中間市

・福岡県直方市

・福岡県久山市

・福岡県福岡市

・福岡県宮若市

・福岡県宗像市

・大分県国東市

・大分県佐伯市

NCCCオブザーバー自治体（令和５年５月３１日現在 ９自治体）

※    自治体参加は無料



NCCC会員企業/企業版ふるさと納税を通した取り組み

NCCC会員企業、一般社団法人全国古民家再生協会は、全国の支部・関連団体を通じて、地方自治体に寄付さ
れた企業版ふるさと納税を活用するサポートをNCCCの構成団体として行います。

具体的には地域に残された空き家・古民家の活用・解体に対して独自のノウハウを投入することで、二酸化
炭素の排出削減に寄与します。

本取り組みを通じて、各地域の中小企業・地方自治体がおこなう取り組みに対して、馬奈木理事長を中心と
するNCCCが寄り添いサポートをおこない、空き家古民家、廃棄される古材の二酸化炭素排出の削減の評価・
分析・認証をおこなってまいります。

×

両団体の全国に展開される支部の取り組みを掛け合わせることで、
大きな社会的インパクトを与える事業を推進することが可能！



NCCC会員/一般社団法人全国古民家再生協会（プランA）

【取り組み内容】

（空き家、古民家を通したカーボンオフセット）

本来、解体予定の空き家・古民家を再利用することで
二酸化炭素の排出を削減することが可能

活用する古民家等については、【古民家再生総合調査】
を実施し、安心・安全を確保した活用を可能とする。

地域に寄付された企業版ふるさと納税の資金を活用し、

空き家・古民家を改修・活用する部分を地域の支部にて
サポートを実施。

空き家・古民家を活用することで排出が削減された
二酸化炭素量をクレジット化し、流通を促進させる。

【取り組みのイメージ】

企業版ふるさと納税
（寄付実施）

連携 ・ サポート 

活用のサポート/
炭素削減の評価・分析・認証

カーボンクレジットの付与

寄付金投入

【イメージ写真】

空き家の再利用による二酸化炭素排出削減への取り組み

（NCCC構成員）

空き家・古民家等

企業

古民家をリフォームしてCO2削減



NCCC会員/一般社団法人全国古民家再生協会（プランB）

【取り組み内容】

（解体する空き家・古民家から発生する古材を
利活用したカーボン・オフセット）

解体される空き家・古民家は従来すべて産業廃棄物と
して処理場へ運搬され、すべて償却されることとなっ
ている。

全国古民家再生協会では、グループ企業の古材倉庫を
通して、解体時に発生する古材を利活用することで、
カーボン・オフセットの取り組みを実施する。

流通する古材は資格者により「古材鑑定」が実施され、
全国古民家再生協会のサポートの元、古材の品質を確
保した解体が可能となる。

その後、古材倉庫にて取り扱われることで、国内で唯
一PL保証の対象となる。

【取り組みのイメージ】

企業版ふるさと納税
（寄付実施）

連携・サポート

カーボンクレジットの付与

寄付金投入/
解体

【イメージ写真】

解体した古民家を移築し古材を再利用

（NCCC構成員）

企業

再利用する古材をストックする古材倉庫 古材を再利用して建てられた新築物件

古材納品

報告

新規流通へ

解体サポート
炭素削減の評価・分析・認証



NCCC会員/ソフトバンク（e-kakashi事業）



NCCC会員/ソフトバンク（e-kakashi事業）



NCCC会員/ソフトバンク（e-kakashi事業）



NCCC会員/ソフトバンク（CO2吸収量の推定と可視化をする取り組み）



NCCC会員/有限会社辻田建機（ブルーカーボン/大分県佐伯市）

大分県佐伯市が進める水産振興計画に沿った形でオ
ーガニックシティの実現への貢献を目指す。水産資源
の減少や魚価低迷によって漁業者の所得が不安定であ
ることによる後継者不足、乱獲等で近年減少を続ける
ヒジキに対して大分県が推奨するヒジキ増殖の手法を
取り入れながら、ヒジキのCO2吸着量を測定すること

でブルーカーボンとしての評価の実証実験を空撮や水
中ドローン等を用いながら実施。

鶴見地区における3カ所の漁場において、大分県 農

林水産研究指導センターが推進する建材ブロックを用
いた方法でヒジキの増殖を行い、約1年間かけてヒジキ
の生長とCO2の吸着量について測定。採取時期には1～
1.5mに成長したヒジキが出来る予定。

また、本年1月31日、佐伯市鶴見の海域におけるブルー

カーボンのクレジット化実現を図るため、佐伯市（市
長 田中利明）、大分県漁協 鶴見地区漁業運営委員会

（運営委員長 疋田一則）、九州大学都市研究センタ
ー（センター長/NCCC理事長 馬奈木俊介）の三者で
連携協定を締結。

本事業において、ヒジキの養殖による安定した生産
量確保の他に、ヒジキの生長過程におけるCO2吸着量

を測定することでブルーカーボンとしての付加価値を
見出し、カーボンクレジット販売へと繋げていく。

【取り組み内容】

左から馬奈木九州大学教授、田中佐伯市長、疋田漁業運営委員長）

建材ブロックを用いたヒジキの増殖



NCCC会員/有限会社辻田建機（早生桐/大分県国東市）

樹種 樹齢 残存本数
植栽
面積

CO2吸着量
/年

杉を1とした場合
のCO2吸着量

杉 40年 1,000本 1ha 8.8t 1

早生桐 7.5年 1,000本 1ha 42.5t 4.83

【取り組み内容】

通常の林業では、植林して樹木が生長したのちに伐採した後に再植林が必要。早生桐の場合は
伐採後の株から4～6回ほど再発芽して新たに生長を始める。そのため再植林のための手間やコ
ストがかからないだけでなく、繰り返しCO2の吸着を行うことができるという特徴がある。

大分県国東市において、同市より土
地を借用して、早生桐の植林事業が山
林などにおいても収益化が可能である
かを実証実験を行う。生長した早生桐
は材木等として利用するのみならず、
カーボンクレジット化による付加価値
向上が期待されている。

早生桐は杉と比較して約5倍ものCO2

を吸収する。それだけでなく、生長が
早いために杉なら40年かけて育つとこ
ろを、7. 5年という短い期間で多くの
CO2を吸収する。
カーボンクレジットはCO2削減量(樹

木による吸着量)1tに対して取引金額が
決まるため、CO2吸着量が多く生長も

早い早生桐は本プロジェクトにおいて
最適な樹種と言える。

生育後は伐採するが、再度切り株より
発芽する特性を利用して、効果的な固
定化を実証していく。

まずは大分県国東市において実証的
に推進し、情報・経験を集積した上で
他地域への展開を進めていく。これに
よって地方から新たな付加価値を創造
することを可能とし、日本のカーボン
クレジット市場拡大に貢献していく。



NCCC会員/有限会社辻田建機 （緑化事業/岡山県赤磐市）

【取り組み内容】

太陽光発電所や宅地の造成面を浸食や土砂の流出から
守る緑化工事だが、従来の工法では植物が根付く前に大
雨で流出等の弱点があった。

流出耐性、浸食耐性に優れたユニティグリーン工法を
用いて、独自で開発した浸食防止緑化剤を吹き付け、固
結層を形成し安定で均一的な緑化事業を実施。

現在、岡山県赤磐市にある、出光興産の１２９ヘクタ
ールという広大な事業区域を持つ太陽光発電所で、現状
その内の６３ヘクタールを対象に緑化事業を実施。同時
に、カーボンクレジット化の実証実験をおこなっている。

当事業地を全面緑化する事によって得られるCO2吸
着量の期待は大きく、侵食防止効果で維持管理作業によ
るCO2の排出も抑える事が可能となる。

九州大学にて、複数の衛星データソースを組み合わせ
る事により表すとこのようになっている。

現地での環境データの計測を毎10分行っており、ソ
フトバンクの特許技術を用いて精度の高い
二酸化炭素吸収量を推定。

再生可能エネルギーとして発電するだけでなく、草地
によるＣＯ２の吸収の実現が可能。

浸食防止材緑化用のオリジナル
配合溶液を混合、攪拌した後、
対象地盤へ散布浸透

緑化前 → 緑化後

衛星データ

ソフトバンクの特許技術を用いて二酸化炭素吸収量を推定



自然資本の保全、再興、活用に向けて

カーボンニュートラル、生物多様性（グリーンインフラ等）、地方創生、ウェルビーイング
⇒自然資本の価値の最大化を通じて我が国及び世界の社会課題解決に貢献

CO2吸収量
（想定）

CO2吸収量
（実績）

事故により減少

減少分の
クレジット相当額を 

保険でカバー

森林所有者
（自治体様など）

台風などの自然災害により
森林に損害発生

クレジット利用者
（会員企業等）

森林由来のカーボンクレジットに関する保険

NCCC会員/損害保険ジャパン株式会社



NCCCは

地域の自然資本を活用し、地域課題の解決へ

・カーボンニュートラル（炭素中立）

・サーキュラーエコノミー（循環経済）

・ネイチャーポジティブ（自然再興）

の同時達成に向け、自治体と企業を繋ぎます。
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